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差　　引

(A)-(B)

（A) （B） (C) (C)/(B)

8,358,400 8,408,800 ▲ 50,400 ▲ 0.6

3,317,500 3,357,700 ▲ 40,200 ▲ 1.2

4,454,400 4,478,300 ▲ 23,900 ▲ 0.5

586,500 572,800 13,700 2.4

32,641,400 33,448,800 ▲ 807,400 ▲ 2.4

5,478,608 5,274,397 204,211 3.9

1,479,764 1,293,521 186,243 14.4

　収益的収入 981,367 954,705 26,662 2.8

　収益的支出 948,767 928,176 20,591 2.2

　資本的収入 65,327 48,992 16,335 33.3

　資本的支出 530,997 365,345 165,652 45.3

3,998,844 3,980,876 17,968 0.5

　収益的収入 2,102,165 2,091,320 10,845 0.5

　収益的支出 2,064,488 2,021,083 43,405 2.1

　資本的収入 1,344,873 1,255,303 89,570 7.1

　資本的支出 1,934,356 1,959,793 ▲ 25,437 ▲ 1.3

5,478,608 5,274,397 204,211 3.9

38,120,008 38,723,197 ▲ 603,189 ▲ 1.6

　国民健康保険事業特別会計

　介護保険事業特別会計

  後期高齢者医療事業特別会計

一般会計　・　特別会計　　合　　計

全会計　　合　　計

　公　営　企　業　会　計　　　　

水道事業会計　　収益的支出と資本的支出の合計

下水道事業会計　　収益的支出と資本的支出の合計

公営企業会計　　合　　計

▲ 3.0

令和７年度米原市会計別当初予算案　総括表

（ 単位 ： 千円・％ ）

区　　　　　　分

令和７年度
当初予算（案）

令和６年度
当初予算

増減率

　特　　　別　　　会　　　計

　一　　　般　　　会　　　計 24,283,000 25,040,000 ▲ 757,000

- 3 -



　※水道事業会計および下水道事業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額です。

250億4,000万円 ▲７億5,700万円 ▲ 3.0%

合計 381億2,000万８千円 387億2,319万７千円 ６億318万９千円 ▲ 1.6%

公営企業会計 54億7,860万８千円 52億7,439万７千円 ２億421万１千円 3.9%

物件費については、国の方針に沿って基幹系シス
テムを標準化移行するための対応経費など電算関連
経費が増加したことなどにより、約4.6億円（＋
13.4％）の増となりました。

一方、各事業の進捗により、補助費等が約5.1億
円（▲11.7％）の減、普通建設事業費は約15.8億円
（▲34.4％）の減となっています。
⑤特別会計について

国民健康保険事業特別会計は、被保険者数の減少
に伴い保険給付費も減少し、予算総額は4,020万円
（▲1.2％）減の33億1,750万円となりました。

介護保険事業特別会計は、第９期介護保険事業計
画の２年目で、令和６年度の各種介護サービスの利
用実績等を踏まえ、予算総額は2,390万円（▲
0.5％）減の44億5,440万円と見込みました。

後期高齢者医療事業特別会計は、団塊世代の被保
険者への移行がさらに進んだことにより医療費の増
加が見込まれ、予算総額は1,370万円（＋2.4％）増
の５億8,650万円となりました。
⑥公営企業会計について

水道事業会計は、基幹管路の耐震化を含めた管路
の布設替え工事などを行うため建設改良費が増とな
り、予算総額は対前年度比１億8,624万３千円（＋
14.4％）増の14億7,976万４千円となりました。

下水道事業会計は、過去に発行した企業債償還経
費は減少傾向にあるものの、総合地震対策工事等に
よる建設改良費の増や経営戦略策定経費の増などに
より、予算総額は対前年度比1,796万８千円（＋
0.5％)増の39億9,884万４千円となりました。

①予算規模
令和７年度の一般会計予算総額は242億8,300万円

で、令和６年度予算と比較して７億5,700万円（▲
3.0％）の減となり、合併後最大となった令和６年度
予算に次ぐ過去２番目の規模となりました。
②市税の動向

市税について、個人市民税は、定額減税による影響
の緩和等により対前年度比約2.8億円（＋16.6％）の増
を見込み、法人市民税は、市内主要法人の直近の実績
等を踏まえ約１億円（＋21.7％）の増を見込んでいま
す。

また、固定資産税は、宅地の時点修正等により約
0.2億円（▲0.5％）の減としていますが、市税全体と
しては、約3.7億円（＋5.9％）の増で、約65.7億円を
計上しています。
③その他主要な収入

地方交付税については、国の地方財政計画において
地方交付税総額が対前年度比1.6％の増となったこと
を踏まえ、令和６年度交付実績等を参考に２億円の増
を見込んでいます。

国庫支出金は、脱炭素先行地域づくり事業の事業費
の減少等により、対前年度比約0.5億円（▲1.3％）の
減、また、投資的経費の減少とともに、市債発行額は
が約13.8億円（▲56.0％）の減、基金繰入金が約0.4億
円（▲2.0％）の減となっています。なお、財源不足
に対応するため、財政調整基金を3.8億円繰り入れて
います。
➃歳出について

歳出については、人事院勧告に伴う給料表の改定等
により人件費が約4.0億円（＋8.6％）の増となったほ
か、児童手当や障害者自立支援給付の伸びにより扶助
費が約3.3億円（＋8.9％）の増となり、義務的経費の
割合が高まっています。

予算案の全体像

区分 令和７年度当初予算額 令和６年度当初予算額 増減額 増減率

特別会計 83億5,840万円 84億880万円 ▲5,040万円 ▲ 0.6%

一般会計 242億8,300万円

0 100 200 300 400

令和７年度

令和６年度

一般会計

242億8,300万円

一般会計

250億4,000万円

特別会計

83億5,840万円

特別会計

84億880万円

公営企業会計

52億7,439万７千円

公営企業会計

54億7,860万８千円

(億円)

米原市全体の予算規模
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■

■

※平成29年度の当初予算は、市長選挙の執行に伴い政策的経費を除いて編成しましたが、補正予算として市長の政策提
案事業を中心とした経費を追加したことから、当資料はその経費を追加した予算で比較しています。

令和６年度は、小中学校施設維持補修事業（12.9億円）や脱炭素先行地域づくり事業（9.1億
円）、市民交流プラザ管理運営事業（4.4億円）、私立保育所等施設整備支援事業（3.2億円）、橋
りょう維持管理事業（2.3億円）などの経費の増加により、普通建設事業費の予算額は約45.9億円
となりました。

令和７年度は、小中学校施設維持補修事業（8.4億円）や脱炭素先行地域づくり事業（3.9億円）、
公園整備事業（3.2億円）、道路新設改良事業（3.0億円）、除雪事業（1.3億円）などにより、普
通建設事業費の予算額は約30.1億円となりました。

令和７年度一般会計当初予算は、人事院勧告に伴う人件費の増額や地域手当の支給開始、国スポ・
障スポ開催に向けた実行委員会負担金の増額、（仮称）磯公園整備の事業進捗に伴う工事費の増額、
定額減税に伴う調整給付の経費等を見込むものの、令和６年度に実施した社会教育施設の改修工事や
小学校施設長寿命化工事など普通建設事業費の減少、湖北地域消防組合の署所整備の進捗に伴う負担
金の減少等により、令和６年度予算と比較して７億5,700万円減（▲3.0％）の242億8,300万円となり
ました。

しかしながら、予算規模は高い数値で推移しており、原油価格・物価高騰の影響や賃上げに伴う委
託料等の増加、職員人件費の増加など、経常的な経費の伸びが予算規模を押し上げている状況にあり
ます。また、ふるさと応援寄付金の伸びに伴って、返礼品など関連経費が増加し続けていることも予
算規模が年々拡大している要素の一つです。

一般会計予算規模の推移
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基金残高の推移と見込み
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財政調整基金 市債管理基金

特定目的基金 特別会計基金
定額運用基金

※令和６年度および令和７年度における基金残高は、令和６年度一般会計補正予算（第12号）提案時点の見込み数値です。

市民１人当たりの金額は、令和７年２月１日現在の人口（36,921人）を基に算出しています。

※各基金残高の状況は、P26に記載しています。

億円

市債残高の推移と見込み
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※令和６年度および令和７年度における市債残高は、令和６年度一般会計補正予算（第12号）提案時点の見込み数値です。

市民１人当たりの金額は、令和７年２月１日現在の人口（36,921人）を基に算出しています。

※各会計における市債残高の状況は、P27に記載しています。

市民１人当たり 44.5万円

市民１人当たり 107.5万円

年度

年度
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一般会計当初予算案の概要

（単位：千円、％）

差　引

(A)-(B)

(A) (B)  (C) (C)/(B)

１ 市 税 6,573,320 27.1 6,207,023 24.8 366,297 5.9

２ 地 方 譲 与 税 157,000 0.6 157,000 0.6 0 0.0

３ 利 子 割 交 付 金 2,500 0.0 2,600 0.0 ▲ 100 ▲ 3.8

４ 配 当 割 交 付 金 30,000 0.1 25,000 0.1 5,000 20.0

５ 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 34,000 0.2 20,000 0.1 14,000 70.0

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 100,000 0.4 93,000 0.4 7,000 7.5

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 900,000 3.7 880,000 3.5 20,000 2.3

８ 環 境 性 能 割 交 付 金 23,000 0.1 22,000 0.1 1,000 4.5

９ 地 方 特 例 交 付 金 33,000 0.1 305,000 1.2 ▲ 272,000 ▲ 89.2

10 地 方 交 付 税 6,150,000 25.3 5,950,000 23.7 200,000 3.4

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,600 0.0 2,700 0.0 ▲ 100 ▲ 3.7

12 分 担 金 及 び 負 担 金 122,919 0.5 118,113 0.5 4,806 4.1

13 使 用 料 及 び 手 数 料 126,005 0.5 121,875 0.5 4,130 3.4

14 国 庫 支 出 金 3,604,938 14.9 3,653,980 14.6 ▲ 49,042 ▲ 1.3

15 県 支 出 金 1,699,768 7.0 1,503,503 6.0 196,265 13.1

16 財 産 収 入 70,466 0.3 88,620 0.4 ▲ 18,154 ▲ 20.5

17 寄 附 金 750,002 3.1 500,001 2.0 250,001 50.0

18 繰 入 金 2,061,037 8.5 2,103,148 8.4 ▲ 42,111 ▲ 2.0

19 繰 越 金 300,000 1.2 300,000 1.2 0 0.0

20 諸 収 入 460,645 1.9 528,337 2.1 ▲ 67,692 ▲ 12.8

21 市 債 1,081,800 4.5 2,458,100 9.8 ▲ 1,376,300 ▲ 56.0

24,283,000 100.0 25,040,000 100.0 ▲ 757,000 ▲ 3.0合　　　　　　　　　　計

①歳入の内訳

区分
令和７年度 令和６年度 増減率

構成比 構成比

歳入予算の構成

地方交付税

（28.9%）

歳入予算の構成図

（単位：百万円）

市税

6,573 

(27.1%)

分担金及び負担金

123 

(0.5%)

使用料及び手数料

126 

(0.5%)

財産収入

70 

(0.3%) 寄附金

750 

(3.1%)
繰入金

2,061 

(8.5%)

繰越金

300 

(1.2%)諸収入

461 

(1.9%)

地方特例交付金

33 

(0.1%)

地方譲与税

157 

(0.6%)

県税交付金

1,089 

(4.5%)

地方交付税

6,150 

(25.3%)

交通安全対策特別交付金

3 

(0.0%)

国庫支出金

3,605 

(14.9%)

県支出金

1,700 

(7.0%)

市債

1,082 

(4.5%)

10,464 

(43.1%)

13,819 

(56.9%)

自主財源依存財源

歳入合計

242億8,300万円
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（単位：千円、％）

差　引

(A)-(B)

(A) (B)  (C) (C)/(B)

１ 6,573,320 27.1 6,207,023 24.8 366,297 5.9

12 122,919 0.5 118,113 0.5 4,806 4.1

13 126,005 0.5 121,875 0.5 4,130 3.4

16 70,466 0.3 88,620 0.4 ▲ 18,154 ▲ 20.5

17 750,002 3.1 500,001 2.0 250,001 50.0

18 2,061,037 8.5 2,103,148 8.4 ▲ 42,111 ▲ 2.0

19 300,000 1.2 300,000 1.2 0 0.0

20 460,645 1.9 528,337 2.1 ▲ 67,692 ▲ 12.8

計 10,464,394 43.1 9,967,117 39.9 497,277 5.0

２ 157,000 0.6 157,000 0.6 0 0.0

３ 2,500 0.0 2,600 0.0 ▲ 100 ▲ 3.8

４ 30,000 0.1 25,000 0.1 5,000 20.0

５ 34,000 0.2 20,000 0.1 14,000 70.0

６ 100,000 0.4 93,000 0.4 7,000 7.5

７ 900,000 3.7 880,000 3.5 20,000 2.3

８ 23,000 0.1 22,000 0.1 1,000 4.5

９ 33,000 0.1 305,000 1.2 ▲ 272,000 ▲ 89.2

10 6,150,000 25.3 5,950,000 23.7 200,000 3.4

11 2,600 0.0 2,700 0.0 ▲ 100 ▲ 3.7

14 3,604,938 14.9 3,653,980 14.6 ▲ 49,042 ▲ 1.3

15 1,699,768 7.0 1,503,503 6.0 196,265 13.1

21 1,081,800 4.5 2,458,100 9.8 ▲ 1,376,300 ▲ 56.0

計 13,818,606 56.9 15,072,883 60.1 ▲ 1,254,277 ▲ 8.3

24,283,000 100.0 25,040,000 100.0 ▲ 757,000 ▲ 3.0

交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債

合　　　　　　　　　　計

依
存
財
源

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

自
主
財
源

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

②自主財源と依存財源の内訳

区分
令和７年度 令和６年度 増減率

構成比 構成比
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■

■

■

③主な歳入の概要

【 １款　市税 】 65億7,332万円
（対前年度比　＋３億6,629万７千円　5.9％増）

納税義務者数の増加や、定額減税による影響の緩和により、対前年度比16.6％増の19億3,880万円
を見込んでいます。

市内主要法人の直近の実績と業績予想等の動向を踏まえた法人税割の増加や不均一課税による増
額により、対前年度比21.7％増の５億7,840万円を見込んでいます。

個人市民税（現年課税分）：19億3,880万円（対前年度比　＋２億7,570万円、16.6％増）

　（納税義務者見込数：19,834人→19,918人　84人増）

法人市民税（現年課税分）：５億7,840万円（対前年度比　＋１億330万円、21.7％増）

固定資産税（現年課税分）：35億100万円（対前年度比　▲1,800万円、0.5％減）

家　　屋:

土　　地:

償却資産:

宅地の時点修正等を考慮し、６億9,900万円を見込んでいます。

（対前年度比　▲1,300万円、1.8％減）

（対前年度比　＋1,000万円、0.7％増）

（対前年度比　▲1,500万円、1.0％減）

経年減価を考慮し、14億5,000万円を見込んでいます。

　　市税収入は、平成28年度から令和元年度までは増収傾向にありましたが、令和２年度は新型コロ
　ナウイルス感染症対策の減免措置等により一時的に減収となりました。令和３年度からは増収に転
　じていますが、令和６年度は定額減税等により減収となる見込みです。
　　個人市民税　納税義務者数の増加や、定額減税による影響の緩和により、増収傾向にあります。
　　法人市民税　企業業績が回復基調にあり、増収傾向にあります。
　　固定資産税　経年による若干の減があるものの、35億円台で推移しています。
　　その他の税　入湯税や軽自動車税が好調なことなどから、５億円台で推移しています。
　　※令和６年度の数値は、令和６年度一般会計補正予算（第12号）提案時点の見込み数値です。

新築住宅に対する軽減措置による減少はあるものの、新築・増築家屋分および大規模家屋
新築分の増加が上回るため、13億5,200万円を見込んでいます。

4.97 4.69 4.70 4.76 4.65 4.93 5.31 5.44 5.33 5.34 

33.64 34.00 34.24 35.12 34.18 35.79 35.28 35.73 35.38 35.07 

6.18 6.14 5.33 5.55 
3.15 

4.98 4.05 5.36 5.81 5.79 

18.81 18.98 19.53 19.85
19.91

19.44 21.07 20.11 18.11 19.53

63.60 63.81 63.80 65.28 
61.89 

65.14 65.71 66.64 
64.63 65.73 
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市 税 収 入 の 推 移

（平成28年度～令和７年度）

個人市民税

法人市民税

固定資産税

その他の税

億円
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・

・

【主な内訳】

・ 児童手当交付金

・ 障害者自立支援給付費負担金

・ 子どものための教育・保育給付費交付金

・ 地域脱炭素移行・再生可能エネルギー推進交付金

・ 生活保護費負担金

・ デジタル基盤改革支援補助金

・ 学校施設環境改善交付金

【主な内訳】

・ 障害者自立支援給付費負担金

・ 子どものための教育・保育給付費負担金

・ 後期高齢者医療広域連合保険基盤安定負担金

・ 国保基盤安定対策費負担金

・ 福祉医療費助成事業補助金

・ 児童手当県費負担金

・ 県民税徴収事務取扱交付金

・

【 15款　県支出金 】 16億9,976万８千円
（対前年度比　＋１億9,626万５千円　13.1％増）

２億9,450万円（対前年度＋1,300万円）

１億8,097万１千円（対前年度＋1,513万７千円）

9,003万５千円（対前年度＋105万６千円）

7,980万円（対前年度＋88万５千円）

6,200万円（対前年度▲29万５千円）

３億9,529万５千円（対前年度＋3,081万８千円）

１億7,037万２千円（対前年度▲6,540万４千円）

【 17款　寄附金 】 7億5,000万２千円
（対前年度比　＋２億5,000万１千円　50.0％増）

【主な内訳】

米原ガンバレ！ふるさと応援寄付金 ７億5,000万円（対前年度＋２億5,000万円）

【 ２～８款　地方譲与税･県税交付金 】 12億4,650万円
（対前年度比　＋4,690万円　3.9％増）

地方譲与税 １億5,700万円（対前年度±０円）

【主な内訳】

地方消費税交付金 ９億円（対前年度＋2,000万円）

【 ９款　地方特例交付金 】 3,300万円
（対前年度比　▲２億7,200万円　89.2％減）

地方特例交付金では、住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金および定額減税減収補塡特
例交付金の収入を見込んでおり、国の地方財政対策の動向を加味して3,300万円を見込んでいま
す。なお、定額減税減収補塡特例交付金の令和７年度収入への影響はかなり小さく、前年度比で大
きく減少しています。

【 10款　地方交付税 】 61億5,000万円
（対前年度比　＋２億円　3.4％増）

国の地方財政対策においては、社会保障関係費や人件費の増加が見込まれる中、地方公共団体が住民
のニーズに的確に応えつつ、様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、地方
交付税等の一般財源総額について令和６年度と実質的に同水準を確保することを基本としていることか
ら、近年の交付実績等を勘案し、普通交付税、特別交付税ともに１億円の増を見込んでいます。
（普通交付税　54億円、特別交付税　７億5,000万円）

【 14款　国庫支出金 】 36億493万８千円
（対前年度比　▲4,904万２千円　1.3％減）

５億8,900万円（対前年度＋2,600万円）

６億5,134万５千円（対前年度＋１億6,205万５千円）

２億1,427万４千円（対前年度＋１億8,369万６千円）

２億2,293万５千円（対前年度＋1,487万６千円）

9,378万３千円（対前年度＋279万９千円）

7,842万２千円（対前年度▲496万４千円）

３億8,533万円（対前年度▲５億1,859万１千円）

- 10 -



【主な内訳】

・ 米原ガンバレ！ふるさと応援寄付基金繰入金

・ 財政調整基金繰入金

・ 地域の絆でまちづくり基金繰入金

・ 教育施設整備基金繰入金

・ 交通対策促進基金繰入金

・ 公共施設等整備基金繰入金

・ 市債管理基金繰入金

【主な内訳】

・ 小学校施設整備事業（校舎長寿命化、防災機能強化等）

・ 道路橋りょう整備事業（新設改良、長寿命化等）

・ 公園整備事業（（仮称）磯公園整備）

・ 中学校施設整備事業（防災機能強化、トイレ改修等）

・ 社会体育施設整備事業（プール改修、LED化等）

・
※

■ 市債発行額の推移

【 18款　繰入金 】 20億6,103万７千円

臨時財政対策債 ０円
臨時財政対策債とは、本来、国が地方交付税として交付すべき額を、財源不足のために地方自
治体が国に代わって借金しているものですが、国の地方財政計画において令和７年度は新たな
発行がないとされているため、皆減としています。

（対前年度比　▲4,211万１千円　2.0％減）

３億8,000万円（対前年度＋8,000万円）

２億5,530万円（対前年度▲４億780万円）

２億1,890万円（対前年度＋2,780万円）

２億930万円（対前年度＋5,580万円）

１億7,300万円（対前年度＋4,100万円）

【 21款　市債 】 10億8,180万円
（対前年度比　▲13億7,630万円　56.0％減）

１億3,830万円

6,780万円

5,540万円

４億910万円

１億6,570万円

２億8,699万４千円（対前年度＋3,817万４千円）

３億9,255万８千円（対前年度＋7,378万９千円）

※令和６年度の数値は、令和６年度一般会計補正予算（第12号）提案時点の見込み数値です。
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（単位：千円、％）

0 0.0

合　　　　　　計 24,283,000 100.0 25,040,000 100.0 ▲ 757,000 ▲ 3.0

13 予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1

▲ 10,009 ▲ 0.4

12 諸 支 出 金 466,343 1.9 340,582 1.4 125,761 36.9

11 公 債 費 2,216,812 9.1 2,226,821 8.9

▲ 460,941 ▲ 31.0

10 教 育 費 3,276,790 13.5 4,155,758 16.6 ▲ 878,968 ▲ 21.2

９ 消 防 費 1,027,463 4.2 1,488,404 5.9

▲ 35,468 ▲ 12.5

８ 土 木 費 2,764,977 11.4 2,890,639 11.6 ▲ 125,662 ▲ 4.3

７ 商 工 費 249,284 1.0 284,752 1.1

1,606 19.1

６ 農 林 水 産 業 費 913,795 3.8 821,734 3.3 92,061 11.2

５ 労 働 費 9,997 0.0 8,391 0.0

258,502 3.2

４ 衛 生 費 1,671,101 6.9 2,040,334 8.1 ▲ 369,233 ▲ 18.1

３ 民 生 費 8,391,975 34.6 8,133,473 32.5

10.8

２ 総 務 費 3,094,382 12.8 2,465,561 9.9 628,821 25.5

１ 議 会 費 170,081 0.7 153,551 0.6 16,530

④歳出の内訳〔目的別〕

区分
令和７年度 令和６年度

差引
増減率

構成比 構成比
(A)-(B)

(A) (B) (C)  (C)/(B)

歳出予算（目的別）の構成図

（単位：百万円）

議会費

170

(0.7%)

総務費

3,094

(12.8%)

民生費

8,392

(34.6%)

衛生費

1,671

(6.9%)労働費

10

(0.0%)

農林水産業費

914

(3.8%)

商工費

249

(1.0%)
土木費

2,765

(11.4%)

消防費

1,028

(4.2%)

教育費

3,277

(13.5%)

公債費

2,217

(9.1%)

諸支出金

466

(1.9%)

予備費

30

(0.1%)

歳出合計

242億8,300万円
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※主な経費は、各款の細々目について、事業費の大きい順に掲載しています。

【主な経費】

・

議員報酬、議員共済、議員期末手当

【主な増減要因】

・議員報酬（報酬改定）

・議員期末手当（報酬改定）

【主な経費】

・電算管理事業

電算処理委託料（基幹系システム標準化移行対応等）

手数料（クラウドシステム利用料等）

ソフトウェア使用料

通信運搬費（ネットワーク回線使用料等）

・ふるさと納税事業

ふるさと納税支援業務委託料（返礼品経費含む。）

手数料（各ふるさと納税システム利用料等）

収納代行手数料

・定額減税調整給付金給付事業

定額減税調整給付金

・本庁舎財産管理事業

施設維持管理業務委託料（本庁舎の管理、警備等）

光熱水費

・山東支所等整備事業

支所等改修工事

（山東支所トイレ改修、各市民自治センター移転関係工事等）

・自治会等振興事業

自治会事務等取扱交付金

自治会まちづくり活動推進事業費補助金

【主な増減要因】

・定額減税調整給付金給付事業

・ふるさと納税事業

・電算管理事業

・山東支所等整備事業

・市有財産管理事業

・市議会議員選挙執行事業

・〔新規〕移動市役所管理運営事業

・投票区再編事業

・市長選挙執行事業

・庁舎財産管理事業（各市民自治センター修繕料）

6,280万円

＋１億6,070万円（皆増）

＋１億1,987万２千円（48.2％増）

＋１億701万８千円（34.4％増）

＋3,522万７千円（75.0％増）

＋2,457万２千円（皆増）

▲2,692万３千円（皆減）

▲1,576万円（皆減）

▲966万円（15.1％減）

＋3,397万２千円（154.5％増）

＋3,357万３千円（237.1％増）

3,280万円

800万円

（対前年度比　＋６億2,882万１千円　25.5％増）

⑤歳出〔目的別〕の概要

【 １款　議会費 】 １億7,008万１千円
（対前年度比　＋1,653万円　10.8％増）

４億1,778万４千円

２億1,555万円

１億1,516万９千円

1,583万７千円

３億6,873万２千円

議会運営事業 １億2,531万円

１億443万５千円

＋935万５千円（16.7％増）

＋355万９千円（19.7％増）

2,037万９千円

【 ２款　総務費 】 30億9,438万２千円

２億7,700万円

１億2,452万３千円

7,900万円

3,100万円

5,809万６千円

１億6,070万円

１億5,000万円

6,140万円

1,540万円

8,222万７千円
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【主な経費】

・

障害者自立支援給付費

・

保育給付費等

私立保育所等運営補助金

・児童手当支給事業

・

・

・認定こども園管理運営事業

会計年度任用職員等人件費

・

福祉医療費助成費（補助分）

福祉医療費助成費（市単独分）

・

生活保護扶助費

・

放課後児童クラブ運営事業委託料

・国民健康保険事業特別会計繰出事業

・

・地域包括医療福祉センター管理運営事業

地域包括医療福祉センター指定管理委託料

備品購入費（医療用備品、情報系パソコン）

【主な増減要因】

・児童手当支給事業

・自立支援給付事業

・地域密着型サービス施設整備支援事業

・私立保育所等運営事業

・地域包括ケアセンターいぶき管理運営事業

（医療用備品、情報系パソコン）

・認定こども園管理運営事業（会計年度任用職員等人件費）

・放課後安心プラン事業

・福祉医療助成事業

・私立保育所等施設整備支援事業

・社会福祉施設等維持補修事業

・地域福祉事業

・子ども・子育て支援事業

【主な経費】

・環境対策事業

湖北広域行政事務センター負担金（運営費）

湖北広域行政事務センター負担金（新施設整備費）

▲612万２千円（11.3％減）

▲544万３千円（42.5％減）

＋2,412万６千円（9.6％増）

＋2,162万２千円（6.7％増）

６億1,324万円

【 ４款　衛生費 】 16億7,110万１千円
（対前年度比　▲３億6,923万３千円　18.1％減）

１億580万４千円

４億8,591万９千円

＋4,290万３千円（4.9％増）

＋2,918万４千円（106.9％増）

＋2,791万３千円（5.7％増）

▲３億1,853万８千円（99.9％減）

▲3,610万円（94.8％減）

２億5,765万６千円

２億981万４千円

2,040万円

児童扶養手当等支給事業 １億199万円

＋１億4,959万５千円（22.6％増）

＋6,310万円（4.8％増）

＋4,850万１千円（皆増）

5,548万５千円

自立支援給付事業 13億6,854万円

13億円

【 ３款　民生費】 83億9,197万５千円
（対前年度比　＋２億5,850万２千円　3.2％増）

私立保育所等運営事業 ９億2,702万６千円

後期高齢者医療事業（広域連合負担金、特別会計繰出金） ６億7,757万５千円

介護保険事業特別会計繰出事業 ６億5,193万円

５億5,828万９千円

福祉医療助成事業

7,756万円

生活保護事業 ３億1,048万８千円

３億円

放課後安心プラン事業 ２億7,663万５千円

１億3,500万円

５億1,692万２千円

７億8,806万６千円

１億3,000万円

８億1,175万４千円

３億4,228万９千円

１億9,500万円
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・脱炭素地域推進事業

脱炭素先行地域づくり事業費補助金

・予防接種事業

予防接種事業委託料

・医療・保健体制等整備事業

〔拡充〕開業医誘致等地域医療振興事業補助金

救命救急センター事業費助成金

休日急患診療事務委託料

・水道維持管理事業

簡易水道維持管理負担金

・各種検診事業

がん検診業務委託料

・妊婦等支援事業

妊婦のための支援給付金

・妊産婦支援事業

妊婦健診業務委託料

【主な増減要因】

・予防接種事業

・湖北広域行政事務センター負担金

・開業医誘致等地域医療振興事業補助金

・脱炭素先行地域づくり事業費補助金

【主な経費】

・

〔新規〕雇用推進事業調査業務委託料

【 ６款　農林水産業費 】 ９億1,379万５千円

【主な経費】

・農業集落排水維持管理事業

下水道事業会計負担金および補助金

・鳥獣対策マスタープラン推進事業

有害鳥獣駆除委託料

鳥獣被害対策実施隊員報酬等人件費

・農業施設整備事業

土地改良施設改修工事

堂谷地区森川１号井堰修繕、池下地区揚水機場整備等

測量設計委託料

農業用井戸調査洗浄等

農業施設整備事業補助金

県営ため池等整備事業負担金（深谷下溜、東野溜、神戸溜）

〔新規〕地域おこし協力隊募集業務委託料

・治山・林道整備事業

〔新規〕公用車購入費（ダンプ、バックホウ、クローラー）

〔拡充〕治山工事（伊吹山土砂流出対策）

・農業関連施設管理事業

１億1,968万１千円

7,146万７千円

１億1,968万１千円

2,400万円

1,400万円

100万円

３億9,209万１千円

３億8,333万円

8,804万２千円

3,500万円

7,617万４千円

1,760万円

1,210万円

528万円

6,735万７千円

2,297万円

2,935万円

１億7,442万７千円

１億5,000万円

1,027万２千円

943万２千円

4,299万１千円

3,553万円

3,660万６千円

3,200万円

3,287万３千円

2,370万円

2,840万７千円

6,000万円

8,962万９千円

（対前年度比　＋9,206万１千円　11.2％増）

2,800万円

＋6,054万７千円（53.2％増）

＋3,000万円（100.0％増）

▲５億1,979万１千円（57.6％減）

就労支援事業 288万２千円

135万円

＋3,933万７千円（7.1％増）

【 ５款　労働費 】 999万７千円
（対前年度比　＋160万６千円　19.1％増）
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世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策交付金

・農業活性化対策事業

中山間地域等直接支払交付金

農業再生協議会補助金

伊吹そば種子確保・安定生産支援補助金

・姉川沿岸土地改良区支援事業

〔新規〕農業経営高度化促進事業補助金

県営かんがい排水事業負担金

〔新規〕小規模土地改良事業補助金

・担い手支援・農地集積事業

中小規模農業者機械導入支援事業補助金

農地利用効率化等支援事業補助金

【主な増減要因】

・治山・林道整備事業

・姉川沿岸土地改良区支援事業

・〔新規〕磯漁港本設桟橋設計委託料

・〔新規〕水産業不稼働施設処分交付金

・農業関連施設管理事業

・担い手支援・農地集積事業

・農業集落排水維持管理事業

【 ７款　商工費 】 ２億4,928万４千円

【主な経費】

・観光関連施設管理運営事業

観光交流施設管理運営負担金

・観光振興事業

びわ湖の素DMO補助金

地域活性化起業人負担金

観光案内所運営委託料

・商工振興事業

商工業振興補助金

創業支援事業補助金

長浜地方卸売市場出資金

〔新規〕にぎわい創出商業店舗開設補助金

・企業等誘致促進事業

工場等設置促進奨励金

【主な増減要因】

・観光関連施設管理運営事業

・〔新規〕にぎわい創出商業店舗開設補助金

・創業支援事業補助金

・企業等誘致促進事業

・小口簡易資金貸付制度運用預託金

【 ８款　土木費 】 27億6,497万７千円

【主な経費】

・公共下水道維持管理事業

下水道事業会計負担金および補助金

8,755万円

3,040万８千円

2,824万円

200万円

（対前年度比　▲１億2,566万２千円　4.3％減）

7億8,666万５千円

596万１千円

400万円

＋228万４千円（2.4％増）

＋3,525万６千円（97.4％増）

＋1,290万円（皆増）

▲1,036万９千円（23.2％減）

＋1,000万円（皆増）

＋957万６千円（16.6％増）

＋3,024万８千円（322.3％増）

▲1,001万２千円（7.7％減）

9,623万４千円

（対前年度比　▲3,546万８千円　12.5％減）

1,000万円

636万円

3,294万６千円

2,000万円

1,618万６千円

257万８千円

＋200万円（皆増）

＋196万１千円（49.0％増）

▲1,673万５千円（35.5％減）

▲467万３千円（皆減）

447万７千円

1,830万円

5,938万４千円

5,051万７千円

3,369万６千円

912万１千円

450万円

3,440万３千円

7億8,666万５千円

4,187万４千円

560万円

3,556万８千円

2,200万円
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・（仮称）磯公園整備事業

公園施設整備工事

用地購入費

・除雪事業

雪寒対策車両購入費

除雪作業委託料

修繕料

消耗品費（融雪剤等）

・道路新設改良事業

道路新設改良工事

　（市道顔戸八田羽織線、市道板戸市場線、市道宮田米原東口線）

県営道路事業負担金（顔戸南交差点等）

〔新規〕碇高溝顔戸線整備効果検討業務委託料

・道路維持管理事業

道路等補修工事

舗装修繕（市道能登瀬多和田線ほか７路線）、自治会要望工事、緊急修繕等

市道維持管理業務委託料

公用車購入費（ダンプ、バックホウ）

・公共交通対策事業

コミュニティタクシー運行対策費補助金

コミュニティバス運行対策費補助金

・橋りょう維持管理事業

橋りょう維持管理工事

　（枝折１号橋・２号橋、北高溝１号線１号橋、藤子川大橋）

測量設計委託料（黒田川線１号橋、川西橋等）

橋りょう点検業務委託料（50橋）

・急傾斜地崩壊対策事業

急傾斜地崩壊対策工事（志賀谷地区）

県営急傾斜地崩壊対策事業負担金（下丹生地区等）

・地籍調査事業

地籍調査業務委託料

・都市計画事業

都市計画図等更新業務委託料

【主な増減要因】

・（仮称）磯公整備事業

・道路新設改良事業

・都市計画事業

・〔新規〕市道太平寺線落石防護柵設置工事等

・地籍調査事業

・木造住宅耐震改修等事業補助金

・〔新規〕既存建築物耐震改修促進計画策定業務委託料

・公共下水道維持管理事業

・橋りょう維持管理事業

・除雪事業

・近江鉄道線輸送安全確保事業費補助金

【 ９款　消防費 】 10億2,746万３千円

1,900万円

▲３億169万円（27.7％減）

▲１億9,270万円（71.7％減）

▲3,751万３千円（10.4％減）

▲1,305万円（皆減）

（対前年度比　▲４億6,094万１千円　31.0％減）

３億2,324万１千円

3億800万円

1,075万６千円

7,505万円

3,400万円

2,200万円

２億800万円

5,145万円

1,800万円

7,600万円

2,000万円

３億506万円

２億3,373万３千円

１億1,680万円

１億1,000万円

2,347万７千円

1,450万円

１億5,064万３千円

9,100万円

5,200万円

6,500万円

975万円

4,851万３千円

3,960万円

4,544万７千円

4,000万円

＋１億8,402万４千円（132.2％増）

＋１億1,306万円（58.9％増）

＋3,610万２千円（386.3％増）

＋2,500万円（皆増）

＋1,010万円（26.3％増）

＋770万円（481.3％増）

＋690万円（皆増）

１億5,290万円

３億2,194万８千円

2,600万円
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【主な経費】

・湖北地域消防組合事業

組合負担金（常備消防運営費・高速道路支弁金）

組合負担金（署所整備費）

・消防団活動事業

消防団員等報酬、退職報償金、共済費等

消耗品費（活動服更新等）

・災害対策事業

施設維持管理業務委託料（防災情報伝達システム保守等）

消耗品費、防災対策用備品（備蓄物資、資機材等の購入）

〔新規〕地域防災計画改定業務委託料

・消防施設整備事業

消火栓新設改良工事負担金

修繕料（再配置に係る積載車修繕等）

【主な増減要因】

・消防団活動事業

・湖北地域消防組合負担金（常備消防運営費）

・災害対策事業

・湖北地域消防組合負担金（署所整備費）

【 10款　教育費 】 32億7,679万円

【主な経費】

・小学校施設維持補修事業

坂田小学校長寿命化、柏原小防災機能強化、伊吹小トイレ改修

息長小長寿命化工事設計、米原小体育館空調設備設置工事設計等

・西部、東部給食センター運営事業

賄材料費

会計年度任用職員等人件費

・学びあいステーション管理運営事業

各学びあいステーション指定管理料

学びあいステーション改修工事

・体育施設管理運営事業

社会体育施設改修工事（山東Ｂ＆Ｇ海洋センター改修工事等）

各体育施設指定管理料

・スポーツ推進事業

国スポ・障スポ米原市実行委員会負担金

・中学校施設維持補修事業

柏原中学校防災機能強化、伊吹山中学校トイレ改修等

・教育支援センター事業

会計年度任用職員人件費（子どもケアサポーター等）

・事務局教育振興事業

会計年度任用職員人件費（臨時講師等）

自動車借上料（校外活動バス）

・市民交流プラザ管理運営事業

光熱水費

施設維持管理業務委託料

2,400万円

1,350万円

1億5,109万８千円

1億2,810万円

7,293万７千円

4,290万１千円

8,672万８千円

8,640万８千円

7,087万４千円

1,100万円

１億1,100万円

１億6,612万９千円

１億7,648万５千円

9,400万円

6,525万６千円

4,500万円

9,628万７千円

5,645万７千円

1,410万円

＋5,314万１千円（68.3％増）

＋2,701万５千円（4.1％増）

＋1,626万９千円（40.5％増）

▲５億6,358万４千円（92.4％減）

7億2,870万円

900万円

1,200万円

900万円

8,597万円

7億2,804万９千円

1億3,099万７千円

２億4,329万３千円

２億2,159万円

2,700万円

３億6,172万１千円

4,622万５千円

4,348万２千円

650万円

６億8,182万４千円

（対前年度比　▲8億7,896万８千円　21.2％減）

- 18 -



【主な増減要因】

・国スポ・障スポ米原市実行委員会負担金

・体育施設管理運営事業

・西部、東部給食センター運営事業

・文化財施設改修工事（旧常喜医院）

・市民交流プラザ施設改修工事

・小学校施設維持補修事業

・給食センター維持補修事業

・学びあいステーション施設改修工事

・中学校施設維持補修事業

・近江図書館空調設備改修工事

【 11款　公債費 】 22億1,681万２千円

【主な増減要因】

・

主なもの

　令和３年度臨時財政対策債 

　令和３年度学校教育施設等整備事業債（双葉中ほか）

　令和３年度公共施設等適正管理推進事業債

　（やすらぎハウス、愛らんど）

・令和６年度の通常償還終了による令和７年度の元金償還軽減額（▲１億861万円）

市債償還利子

一時借入金利子

【 12款　諸支出金 】 ４億6,634万３千円

【主な経費】

・米原ガンバレ！ふるさと応援寄付基金積立金

・市債管理基金積立金

・福祉対策基金積立金

・公共施設等整備基金積立事業

【主な増減要因】

・

▲４億90万円（35.5％減）

▲9,325万円（77.8％減）

▲7,710万円（63.1％減）

▲5,060万円（28.3％減）

▲5,000万円（皆減）

令和７年度からの元金償還開始 ＋１億637万９千円（皆増）

3,524万６千円

（対前年度比　▲1,000万９千円　0.4％減）

元金

1,464万２千円

950万９千円

市債償還元金 20億3,571万６千円

＋8,880万円（400.0％増）

＋7,931万円（81.6％増）

＋1,732万９千円（5.0％増）

＋1,250万円（208.3％増）

▲４億4,000万円（皆減）

利子

（対前年度比　＋１億2,576万１千円　36.9％増）

50万円

１億8,059万６千円

ふるさと納税寄付金見込額の増加に伴う積立金の増 ＋１億3,012万９千円（51.8％増）

1,631万３千円

1,406万８千円

３億8,200万３千円

2,153万９千円
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（単位：千円、％）

　※性質別の区分は、地方財政状況調査に準じています。

【 義務的経費 】 11,212,721 46.2 10,497,640 42.0 715,081 6.8

⑥歳出の内訳〔性質別〕

区分
令和７年度 令和６年度

差　引
増減率

構成比 構成比
(A)-(B)

(A) (B) (C） （C)/(B)

３ 公債費 2,216,812 9.1 2,226,821 8.9

399,179 8.6

２ 扶助費 3,974,321 16.4 3,648,410 14.6 325,911 8.9

１ 人件費 5,021,588 20.7 4,622,409 18.5

▲ 10,009 ▲ 0.4

うち　元利償還金 2,216,312 9.1 2,226,321 8.9 ▲ 10,009 ▲ 0.4

0.0

【 その他の経費 】 10,061,136 41.4 9,957,081 39.7 104,055 1.0

うち　一時借入金利子 500 0.0 500 0.0 0

６ 補助費等 3,849,922 15.9 4,360,574 17.4

455,568 13.4

５ 維持補修費 318,816 1.3 303,023 1.2 15,793 5.2

４ 物件費 3,864,621 15.9 3,409,053 13.6

▲ 510,652 ▲ 11.7

うち一部事務組合 1,324,349 5.5 1,821,064 7.3 ▲ 496,715 ▲ 27.3

125,761 36.9

８ 投資及び出資金 4,000 0.0 4,000 0.0 0 0.0

７ 積立金 466,343 1.9 340,582 1.4

▲ 4,843 ▲ 45.4

10 繰出金 1,521,615 6.3 1,499,187 6.0 22,428 1.5

９ 貸付金 5,819 0.0 10,662 0.0

0 0.0

【 投資的経費 】 3,009,143 12.4 4,585,279 18.3 ▲ 1,576,136 ▲ 34.4

11 予備費 30,000 0.1 30,000 0.1

▲ 1,576,136 ▲ 34.4

ア　補助事業費 1,584,279 6.5 2,392,338 9.6 ▲ 808,059 ▲ 33.8

12   普通建設事業費 3,009,143 12.4 4,585,279 18.3

▲ 37.8

ウ　県営事業負担金 96,928 0.4 59,519 0.2 37,409 62.9

イ　単独事業費 1,327,936 5.5 2,133,422 8.5 ▲ 805,486

▲ 3.0合計 24,283,000 100.0 25,040,000 100.0 ▲ 757,000

人件費

5,022 

(20.7%)

扶助費

3,974 

(16.4%)

公債費

2,217 

(9.1%)

物件費

3,865 

(15.9%)

維持補修費

319 

(1.3%)

補助費等

3,850 

(15.9%)

積立金

466 

(1.9%)

投資及び出資金

4 

(0.0%)

貸付金

6 

(0.0%)

繰出金

1,521 

(6.3%)

予備費

30 

(0.1%)

普通建設事業費

3,009 

(12.4%)

11,213 
(46.2%)

10,061 
(41.4%)

3,009 
(12.4%)

歳出予算（性質別）の構成図

歳出合計

242億8,300万円

投資的経費

義務的経費

その他の経費

（単位：百万円）
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【 １ 人件費 】 50億2,158万８千円

■

【正規職員】

※ 一般会計の職員数は、退職および採用職員の増減ならびに任期付職員を含めて見込んでいます。

※

【会計年度任用職員】

【 ２ 扶助費 】 39億7,432万１千円

【主な経費】

・ 自立支援給付事業（各種給付）

・ 児童手当支給事業

・ 私立保育所等運営事業（施設型給付費等）

・ 福祉医療助成事業（助成費）

・ 生活保護事業

【主な増減要因】

・ 児童手当支給事業

・ 自立支援給付事業（各種給付）

・ 私立保育所等運営事業（施設型給付費等）

・ 福祉医療助成事業（助成費）

・ 生活保護事業

⑦歳出〔性質別〕の概要

（対前年度比　＋３億9,917万９千円　8.6％増）

区　　分 令和７年度 令和６年度 差引

当初予算における令和７年度と令和６年度の職員数および給与費等（職員手当、共済費含む。）の比較

(0) (0) (0)

給　与　費　等（千円） 3,238,792 3,009,012 229,780

426 423 3

408 404 4

(13) (13) (0)
一　般　会　計

特別（企業）会計
▲ 11918

(0)(13)(13)

区　　分 令和７年度 令和６年度 差引

一　般　会　計 3,090,379 2,866,919 223,460

特別（企業）会計 148,413 142,093 6,320

(　)内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

特別（企業）会計 19 18 1

給　与　費　等（千円） 1,523,859 1,390,254 133,605

職　員　数（人） 660 678 ▲ 18

一　般　会　計 641 660 ▲ 19

＋2,300万円（7.5％増）

＋3,920万７千円（5.2％増）

＋１億5,212万５千円（23.2％増）

３億円

８億819万円

３億3,000万円

７億8,806万６千円

13億6,500万円

一　般　会　計 1,459,261 1,331,926 127,335

特別（企業）会計 64,598 58,328 6,270

職　員　数（人）

＋2,000万円（7.1％増）

＋6,310万円（4.8％増）

（対前年度比　＋３億2,591万１千円　8.9％増）
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【 ３ 公債費 】 22億1,681万２千円

※⑤歳出〔目的別〕の概要　【 11款　公債費 】と同様

【 ４ 物件費 】 38億6,462万１千円

【主な経費】

・ 電算管理事業

・ ふるさと納税事業（返礼品、事業支援業務委託料等）

・ 放課後児童クラブ運営事業（運営委託料等）

・ 東部、西部給食センター運営事業（賄材料費等）

・ 学びあいステーション管理運営事業

・ 予防接種事業（予防接種委託料等）

・ 本庁舎財産管理事業

【主な増減要因】

・ ふるさと納税事業

・ 電算管理事業

・ 予防接種事業

・ 都市計画事業

・ 自治基本条例推進事業

・ 放課後安心プラン事業

・ 消防団活動事業

・ 地域包括ケアセンターいぶき管理運営事業

・ 学びあいステーション管理運営事業

・ 社会福祉施設等維持補修事業

・ 投票区再編事業

・ 橋りょう維持管理事業

・ スクールバス・校外活動バス運行事業

【 ５ 維持補修費 】 ３億1,881万６千円

【主な経費】

・ 除雪事業（除雪作業委託料、修繕料）

・ 道路維持管理事業（緊急補修・自治会要望ほか）

・ 公営住宅修繕料

・ 給食センター維持補修事業

・ 消防施設整備事業

【主な増減要因】

・ 除雪事業（除雪作業委託料、修繕料）

・ 消防施設整備事業

・ 庁舎財産管理事業（修繕料）

・ 観光関連施設維持補修事業

＋500万円（125.0％増）

▲680万円（82.9％減）

（対前年度比　＋1,579万３千円　5.2％増）

＋600万円（4.6％増）

（対前年度比　▲1,000万９千円　0.4％減）

（対前年度比　＋４億5,556万８千円　13.4％増）

＋１億1,837万２千円（48.1％増）

▲3,610万円（94.8％減）

＋2,214万円（9.0％増）

２億7,590万５千円

１億7,041万３千円

２億6,751万８千円

３億6,423万２千円

４億611万２千円

900万円

1,000万円

1,101万円

6,322万６千円

１億3,600万円

＋2,226万３千円（65479.4％増）

＋4,522万５千円（42.5％増）

＋1,618万９千円（84.1％増）

＋1,991万７千円（192.6％増）

▲2,222万３千円（皆減）

＋3,612万７千円（411.6％増）

▲1,560万円（43.8％減）

▲1,477万４千円（27.8％減）

＋１億741万７千円（36.0％増）

＋1,404万２千円（9.0％増）

１億1,648万７千円

１億5,151万５千円

▲400万円（88.9％減）
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【 ６ 補助費等 】 38億4,992万２千円

【主な経費】

・ 下水道事業会計負担金および補助金（公共下水道維持管理事業）

・ 湖北地域消防組合負担金

・ 湖北広域行政事務センター負担金

・ 定額減税調整給付金給付事業

・ 公共交通対策事業（コミュニティタクシー運行対策費補助金等）

・ 私立保育所等運営事業

【主な増減要因】

・ 定額減税調整給付金給付事業

・ 国スポ・障スポ米原市実行委員会負担金

・ 湖北広域行政事務センター負担金

・ 湖北地域消防組合負担金

・ 下水道事業会計負担金および補助金（公共下水道維持管理事業）

・ 工場等設置促進奨励金

・ 下水道事業会計負担金および補助金（農業集落排水維持管理事業）

・ 自治会等振興事業（自治会まちづくり活動推進事業費補助金）

・ 公共交通対策事業（コミュニティタクシー運行対策費補助金等）

【 ７ 積立金 】 ４億6,634万３千円

※⑤歳出〔目的別〕の概要　【 12款　諸支出金 】と同様

【 ８ 投資及び出資金 】 400万円

【主な経費】

・ 長浜地方卸売市場出資金

【 ９ 貸付金 】 581万９千円

【主な経費】

・ 鳥獣被害防止対策協議会運転資金貸付金

【主な増減要因】

・ 小口簡易資金貸付制度運用預託金

・ 鳥獣被害防止対策協議会運転資金貸付金

＋8,880万円（400.0％増）

▲５億3,656万９千円（42.4％減）

▲1,001万２千円（7.7％減）

（対前年度比　＋１億2,576万１千円　36.9％増）

7億8,666万５千円

581万９千円

400万円

▲３億169万（27.7％減）

▲980万円（15.6％減）

▲1,312万５千円（31.7％減）

▲735万円（4.7％減）

＋１億5,000万円（皆増）

＋3,933万７千円（7.1％増）

（対前年度比　▲５億1,065万２千円　11.7％減）

１億3,896万円

１億4,970万１千円

（対前年度比　±０円）

▲17万円（2.8％減）

（対前年度比　▲484万３千円　45.4％減）

１億5,000万円

５億9,172万３千円

7億2,804万９千円

▲467万３千円（皆減）
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【 10 繰出金 】 15億2,161万５千円

【主な経費】

・ 後期高齢者医療事業繰出経費（広域連合負担金、特別会計繰出金）

・

・

【主な増減要因】

・ 後期高齢者医療事業繰出経費（県負担金、特別会計繰出金）

・

・

【 12 普通建設事業費 】 30億914万３千円

補助事業　15億8,427万９千円　（対前年度比　＋８億805万９千円　33.8％増）

【主な経費】
・ 小学校施設維持補修事業

（坂田小学校長寿命化、柏原小学校防災機能強化、伊吹小学校トイレ改修）

・ 脱炭素地域推進事業

・ 公園整備検討事業

・ 道路新設改良事業

（市道顔戸八田羽織線、市道板戸市場線）

・ 中学校施設維持補修事業

（柏原中学校防災機能強化、伊吹山中学校トイレ改修)

・ 橋りょう維持管理事業

（枝折１号橋・２号橋、北高溝１号線１号橋、橋りょう設計等）

・ 農業施設整備事業

（池下地区揚水機場整備、堂谷地区森川１号井堰修繕工事）

・ 道路維持管理事業

（市道能登瀬多和田線、市道顔戸能登瀬線等）

・ 地域密着型サービス施設整備支援事業

（地域密着型サービス施設整備事業補助金（看護小規模多機能型居宅介護施設））

【主な増減要因】

・ 公園整備事業

・ 地域密着型サービス施設整備支援事業

・ 姉川沿岸土地改良区支援事業

・ 移動市役所管理運営事業

・ 脱炭素地域推進事業

・ 私立保育所等施設整備支援事業

・ 小学校施設維持補修事業

・ 橋りょう維持管理事業

・ 中学校施設維持補修事業

・ 文化財保護事業

・ 道路維持管理事業

・ 総合的空家対策推進事業

１億3,800万円

4,000万円

7,276万２千円

▲1,000万円（皆減）

＋2,000万円（皆増）

＋3,960万円（皆増）

▲５億1,979万１千円（57.6％減）

▲１億6,976万８千円（皆減）

▲１億6,562万４千円（27.4％減）

▲１億6,511万３千円（78.6％減）

４億3,835万４千円

３億8,333万円

3,960万円

4,500万円

4,165万３千円

３億375万６千円

（対前年度比　＋2,242万８千円　1.5％増）

＋1,744万６千円（2.7％増）

国民健康保険事業特別会計繰出金 ＋752万４千円（3.7％増）

（対前年度比　▲15億7,613万６千円　34.4％減）

２億981万４千円

６億5,987万１千円

６億5,193万円

▲1,000万円（20.0％減）

▲3,058万８千円（29.6％減）

▲1,100万円（皆減）

＋１億8,576万３千円（157.4％増）

＋1,550万円（皆増）

介護保険事業特別会計繰出金

国民健康保険事業特別会計繰出金

介護保険事業特別会計繰出金 ▲254万２千円（0.4％減）
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単独事業　13億2,793万６千円　（対前年度比　▲８億548万６千円　37.8％減）

【主な経費】

・ 小学校施設維持補修事業

（補助事業の継足単独事業分、各学校工事監理、設計等）

・ 除雪事業

（雪寒対策車両購入費、除雪機械購入補助金）

・ 道路新設改良事業

（市道宮田米原東口線、高溝道路整備、碇高溝顔戸線整備効果検討業務等）

・ 体育施設管理運営事業

（山東Ｂ＆Ｇ海洋センター改修工事、双葉総合体育館空調設備設置工事設計等）

・ 道路維持管理事業

（市道太平寺線落石防護柵設置工事、藤川相撲庭線、柏原清滝線等）

・ 山東支所等整備事業

（山東支所トイレ改修、各市民自治センター移転関係工事）

・ 急傾斜地崩壊対策事業

（志賀谷地区急傾斜地対策工事）

・ 医療・保健体制等整備事業

（開業医誘致等地域医療振興事業補助金）

・ 中学校施設維持補修事業

（補助事業の継足単独事業分、各学校工事監理、設計等）

・ 学びあいステーション管理運営事業

（近江学びあいステーション空調改修工事等）

・ 治山・林道整備事業

（ダンプ、バックホウ、クローラー購入、伊吹山土砂流出対策工事等）

【主な増減要因】

・ 体育施設管理運営事業

・ 道路新設改良事業

・ 道路維持管理事業

・ 治山・林道整備事業

・ 市有財産管理事業

・ 医療・保健体制等整備事業

・ 山東支所等整備事業

・ 市民交流プラザ管理運営事業

・ 小学校施設維持補修事業

・ 私立保育所等施設整備支援事業

・ 給食センター維持補修事業

・ 学びあいステーション管理運営事業

・ 除雪事業

・ 近江図書館管理運営事業

県営事業負担金　9,692万８千円　（対前年度比　＋3,740万９千円　62.9％増）

【主な経費】

・ 道路新設改良事業

（県営道路事業負担金）

・ 姉川沿岸土地改良区

（県営かんがい排水事業負担金）

・ 急傾斜地崩壊対策事業

（県営急傾斜地崩壊対策事業負担金）

・ 入江干拓土地改良区支援事業

（県営経営体育成基盤整備事業負担金、県営農村地域防災減災事業負担金）

・ 農業施設整備事業

（県営経営体育成基盤整備事業負担金、県営ため池等整備事業負担金）

904万２千円

783万２千円

▲４億3,720万円（98.9％減）

＋3,000万円（100.0％増）

＋2,778万８千円（59.1％増）

１億200万円

１億1,070万円

１億1,680万円

２億8,234万６千円

4,300万円

4,590万円

7,478万８千円

975万円

1,618万６千円

5,145万円

4,953万８千円

6,000万円

6,530万円

8,588万１千円

＋3,180万円（皆増）

▲5,150万円（皆減）

▲7,800万円（63.0％減）

▲5,245万円（31.0％減）

＋8,850万円（655.6％増）

＋7,355万２千円（198.0％増）

＋4,515万７千円（110.9％増）

＋3,800万円（760.0％増）

▲２億3,167万６千円（45.1％減）

▲１億4,877万３千円（皆減）

▲9,225万円（84.7％減）
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（単位：千円）

⑧基金の状況

区分
５年度末 ６年度（見込） ６年度末 ７年度（見込） ７年度末 市民

残高 １人当たり取崩額 残高(見込)

積
立
基
金

財 政 調 整 基 金 3,200,253 13,113 0 3,213,366 11,408

積立額 取崩額 残高(見込) 積立額

その他特定目的基金 9,233,811 813,099 1,001,684 9,045,226 433,396

米原ガンバレ！
357,703 393,885 322,988 428,600 382,003

交通対策促進基金

380,000 2,844,774 77.1

市 債 管 理 基 金 4,104,914 825,119 132,000 4,798,033 21,539 173,000 4,646,572 125.9

1,488,138 7,990,484 216.4

公共施設等整備
基金

2,378,962 17,079 140,370 2,255,671 14,068 209,300 2,060,439 55.8

255,300 2,195,221 59.5

地域の絆で
まちづくり基金

2,040,305 8,151 233,831 1,814,625 5,310 286,994

教育施設整備
基金

2,649,694 7,612 212,230 2,445,076 5,445

1,532,941 41.5

392,558 418,045 11.3
ふるさと応援寄付基金

まち・ひと・しごと
33,215 356,207 21,000 368,422 65 62,818 305,669 8.3

創生基金

1,116,339 10,884 0 1,127,223 10,190 218,900 918,513 24.9

福祉対策基金 656,097 19,279 71,170 604,206 16,313 62,173 558,346 15.1

35 783 0.0

永年勤続消防団員
報償基金

645 1 60 586 1 60

交通遺児基金 851 1 35 817 1

527 0.0

小計 16,538,978 1,651,331 1,133,684 17,056,625 466,343 2,041,138 15,481,830 419.3

特
別
会
計
基
金

国民健康保険事業
基金

361,733 1,571 93,777 269,527 726 82,013 188,240

82,013 423,818

5.1

介護保険事業基金 124,988 80,411 0 205,399 30,179 0 235,578 6.4

11.5

運
用
基
金

土地開発基金 500,000 0 0 500,000 0

小計 486,721 81,982 93,777 474,926 30,905

0 500,000 13.5

物品調達基金 5,500 0 0 5,500 0 0 5,500 0.1

奨学資金貸与基金 22,000 0 0 22,000 0 0 22,000 0.6

小計 527,500 0 0 527,500 0 0 527,500 14.3

2,123,151 16,433,148 445.1

※令和６年度および令和７年度における基金残高は、令和６年度一般会計補正予算（第12号）提案時点の見込み数値です。
　市民１人当たりの金額は、令和７年２月１日現在の人口（36,921人）を基に算出しています。

合計 17,553,199 1,733,313 1,227,461 18,059,051 497,248
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（単位：千円）

※令和６年度および令和７年度における基金残高は、令和６年度一般会計補正予算（第12号）提案時点の見込み数値です。

地方債現在高比率
（％）

市債現在高を標準財政規模で除した
もの

195.6 191.2 190.8 185.3

積立金現在高比率
（％）

基金積立残高を標準財政規模で除し
たもの

119.2 124.4 126.3 115.6

0.541

３か年平均 0.525 0.513 0.517 0.523

財政力
指数

単年度
基準財政需要額と基準財政収入額と
の比率

0.524 0.509 0.518

6.0

３か年平均
（％）

5.0 4.8 5.3 5.5

実質
公債費
比率

単年度
（％）

一般会計等が負担する公債費および
公営企業債に対する繰出金など公債
費に準ずるものの標準財政規模に対
する比率

5.2 4.4 6.2

経常収支比率
（％）

財政構造の弾力性を判断するための
指標で、市にあっては75％以下が妥
当とされている

88.2 87.7 91.3 96.5

標準財政規模
（億円）

標準的な状態で通常収入が見込まれ
る一般財源の規模で、通常水準の行
政サービスの目安

131.1 132.9 132.8 133.9

※令和６年度末および令和７年度末の数値は、令和６年度一般会計補正予算（第12号）提案時点の見込み数値です。
　市民１人当たりの金額は、令和７年２月１日現在の人口（36,921人）を基に算出しています。

⑩財政指標等〔普通会計〕

項目 内容
R４年度
決算

R５年度
決算

R６年度
見込

R７年度
見込

下水道事業 13,056,151 12,507,768 12,053,972 326.5

市債残高合計 41,618,717 41,271,396 39,703,658 1,075.4

企　業　会　計　　 16,208,217 15,505,630 14,891,808 403.3

水道事業 3,152,066 2,997,862 2,837,836 76.9

一　般　会　計 25,410,500 25,765,766 24,811,850 672.0

⑨会計別市債残高

区分
令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末 市民１人

決算 見込 見込 当たり
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